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行政機関に従事する保健師に期待される実践能力に関する研究

～デルファイ法を用いて～
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目的 行政機関に従事する保健師に対して専門家から期待される，経験年数ごとの非常に重要な

実践能力を明確にすることを目的とした。

方法 専門家の意見を集約するためデルファイ法を用いた。専門家は，保健師免許を有し，次の

条件を満たす者を教育，管理，実践の分野から選定した。教育分野は看護系大学地域看護学

教授。管理分野は都道府県・政令指定都市の保健師集団における最上位の職位で，管轄内の

保健師を統括・指導・管理している者。実践分野は行政機関での保健師経験年数10年以上で，

1 人以上の後輩を指導する立場で，効果的な保健師活動の実践者の条件を満たし，管理分野

の専門家より推薦された者。選定基準に一致した209人の専門家に調査協力を依頼した。

第 1 回調査は，知識，技術，態度を枠組みとし，保健師に重要な実践能力の列挙を依頼し

た。第 2 回調査は，経験年数 4 区分ごとに第 1 回調査の回答から抽出された各実践能力に対

する重要度を尋ねた。第 3 回調査は，第 2 回調査結果に同意できるか否かを尋ね，合意の基

準を同意率90％と設定した。

結果 参加同意者は63人（教育分野14人，管理分野23人，実践分野26人），回答数は第 1 回調査

63人，第 2 回調査52人，第 3 回調査44人であった。

本研究の結果，7 領域，47項目の経験年数ごとに重要な保健師の実践能力が明らかになっ

た。

7 領域とは看護過程展開能力，地域保健活動展開能力，ヘルスケア提供能力，マネジメン

ト能力，情報活用能力，対人関係形成能力，豊かな人間性である。

非常に重要な実践能力は，◯１1～3年ではヘルスケア提供能力，豊かな人間性の 2 領域の 4
項目，◯２ 4～10年では看護過程展開能力，地域保健活動展開能力，ヘルスケア提供能力，情

報活用能力，豊かな人間性の 5 領域の10項目，◯３11～20年では 7 領域すべての36項目，◯４21
年以上では情報活用能力を除く 6 領域の31項目であった。すべての経験年数にヘルスケア提

供能力と豊かな人間性が期待されている。

結論 経験を積むに従い，基本的看護ケアから地域活動の展開，管理的能力へと段階的に広く高

度な能力が要求されている。
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Ⅰ 緒 言

近年，保健師を取り巻く社会情勢は，地域保健

法や健康日本21ならびに健康増進法の制定，介護

保険制度の導入と大きく変化した。これに伴い，

保健師にはケアコーディネーション・ケアマネジ

メント能力や介護保険の対象外・予備軍に対する

予防活動に関わる能力，ヘルスプロモーション推

進能力など新たな分野を含む質の高い実践能力が

求められ，その成果を具体的な指標で社会に示し

ていく必要性に迫られている。

また，急増する看護系大学に代表される理論重

視のカリキュラム編成は，相対的に実習量の低下

をもたらし，卒業直後の実践能力低下が危惧され

ている1～3)。このため，段階的かつ効率的な実践
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能力開発をめざした継続教育プログラムの開発が

急務である。

これらの社会背景を受け，保健師の実践能力を

明らかにしようとする研究4～13)が行われてきた。

その結果示された保健師の実践能力の枠組みに

は，看護過程を用いた枠組み4)と専門家の意見の

集約により作成された枠組み5～13)がある。前者4)

は，研究が行われてから10年近く経過しており，

その後の社会変化とニーズの多様化を考えると，

看護過程という枠組みだけではとらえられない実

践能力もある。後者5～13)は，新人や保健所など特

定の対象や組織，限定された地域を研究対象と

し，数人の専門家の意見や少数の事例をまとめた

ものを基盤の枠組みにしているものである。した

がって，そこから導き出された枠組みは限定さ

れ，回答者の自由な発想の妨げとなった可能性が

ある。保健師の実践能力を明確にするためには，

これらの先行研究を枠組みに用いず，新たに全国

規模で専門家の意見を集約することが必要である。

そこで，行政機関に従事する保健師に対して専

門家から期待される，経験年数ごとの非常に重要

な実践能力を明確にすることを本研究の目的とし

た。

経験年数ごとに重要な実践能力が明らかになれ

ば，その実践能力に対応したスタッフ評価のガイ

ドラインを作成する基礎資料として活用でき，看

護基礎教育のカリキュラムや継続教育プログラム

の開発に役立つと思われる。

Ⅱ 研 究 方 法

本研究は，国民の健康を守る活動に責任を持

ち，公平にサービスを提供する義務がある公衆衛

生看護の原則を最も反映すべき部署である14)行政

機関に従事する保健師をあつかうこととした。

保健師の経験年数区分は，経験年数の区切りが

明確な佐伯ら6) の研究を中心にし，先行研

究8,15～17)を参考に，1～3 年まで，4～10年まで，

11～20年まで，21年以上の 4 区分とした。回答者

が実践能力を考える際，職位を併用するとそれに

伴う役割を重視するおそれがあるため保健師の階

層として経験年数区分のみを用いた。

また，地域保健活動を実践する際に必要とする

技術・知識・態度を総称した能力を実践能力と意

味づけた。

さらに，保健師の実践能力について理解が深

く，経験年数に応じた重要な実践能力および活動

全体が見渡せる者を専門家と意味づけた。

1. 調査対象者

行政機関に従事する保健師の活動に精通してい

る 3 人の意見を参考に教育分野，管理分野，実践

分野の 3 分野を設定し，保健師免許を有すること

を前提に，これら 3 分野から具体的な次の基準を

基に専門家を選定した。

教育分野では，看護系大学における地域看護学

の教授を選定した。その際，学生に対して重要な

実践能力を見極め，理論的な根拠を所持した上で

教育・指導する立場にあると考え，教授本人が保

健師として行政機関従事経験を有することを必須

条件にしなかった。日本看護系大学協議会名簿

（平成13年度）18)に掲載されている大学および2002

年度新設校 9 校19)の各大学に電話で問い合わせ，

該当する教授の所属名，職位，個人名を把握した。

管理分野では，各都道府県・政令指定都市にお

ける保健師集団における最上位の職位にあり，管

轄内の保健師を統括・指導・管理している者を選

定した。各保健行政機関に電話で問い合わせ，該

当者の所属名，職位，個人名を把握した。

実践分野では，管理分野の専門家として選定し

た者から，次の条件を満たす者を管轄する各保健

行政機関の中から 1 人推薦してもらった。推薦条

件は，行政機関での保健師経験年数が10年以上の

者で，少なくとも 1 人以上の後輩を指導する立場

にあり，かつ効果的な保健師活動の実践者（管理

者を除く）とした。自分自身の保健師としてキャ

リア志向の自覚をもつとされる経験年数10年以

上20)を設定に加えた。

以上の条件を満たした専門家は，教育分野100

人，管理分野56人，実践分野53人の計209人であ

った。

2. 調査方法

専門家の意見を集約する効果的かつ効率的な方

法であるデルファイ法を用い，専門家に対し，郵

送による 3 回の調査を実施した。

第 1 回調査は，保健師に重要な実践能力につい

て尋ね，列挙を依頼した。質問紙には，回答者の

自由な発想を妨げるおそれがなく，しかも実践能

力全体を網羅している知識・技術・態度を枠組み

とした自由回答式質問紙を用いた。参加同意書と
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表１ 実践能力項目の注釈

保健師に期待される実践能力 第 2 回調査のコメントに対する実践能力項目の注釈
(第 3 回調査における質問紙の備考欄)

12 母子に対するヘルスケア提供能力 児童虐待に対するケアも含め，健やかな子育てに対するヘルスケア全て
を含める

20 リーダーシップ 目的達成のプロセスにおいて，人々が意欲的・効率的に取り組めるよう
に援助することで，あらゆる対象を含む

23 判断力・決断力 目的達成のために最前の解決策を選択する意志決定で，あらゆる状況を
想定している

24 交渉力 利害関係のある複数の人たちの中で，利益をいかに分配するかのプロセ
スで，あらゆる対象を想定している

28 新人保健師・関係者の育成能力 社会情勢を的確に把握し，保健師活動の今後の方向性を見極める力を意
味している

35 情報技術（IT）活用能力 Information Technology (IT）のことを意味している

37 疫学活用能力 特定集団の健康状態の分布，決定要因等に関する研究で，研究成果を応
用し健康問題のコントロールを指す

38 効果的な面接技術 関与しながらの観察，聴取（言語的・非言語的）の技法を用いて相手を
理解しようとすることを意味している

39 効果的なカウンセリングの提供能力 受容・共感・理解を示し，相手が自分の生活上の問題を探求し，解決す
るのを援助する相互作用の過程を指す

42 楽天的・積極的な性質 明朗快活で，前向きな性質を意味している
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ともに質問紙を郵送し，3 週間以内の返送を依頼

した。回収後，参加同意者の回答から意味のある

塊を抽出し，同じ意味を持つ実践能力に分類した。

第 2 回調査は，第 1 回調査の結果抽出された各

実践能力に対し，4 区分の経験年数ごとに，どの

程度重要と思われるかについて 5 段階のリッカー

トスケールで尋ねた。プレテストとして，教員 1

人，保健師 4 人，本大学院生 5 人の意見を参考に

質問紙の言葉と書式を修正し，時間がかかりすぎ

ないことを確認した。その後，参加同意者に対し，

2 週間以内の返送を依頼した。回収後，経験年数

ごとに各実践能力に対する重要度を最頻値で判定

した。

第 3 回調査は，第 2 回調査の回答者に対し，各

実践能力，経験年数ごとに，第 2 回調査結果につ

いて同意できるか否かを尋ねた。第 2 回調査にお

いて重要でないと判定された場合，その実践能力

を質問項目から除くこととした。ただし，第 3 回

調査の質問紙においては非常に重要な実践能力を

より強調して抽出し，それ以外の実践能力と明確

に区別するため，重要度のスケールを 5 段階から

3 段階に取りまとめた。また，第 2 回調査におけ

るコメントの取り扱いについて実践能力項目名に

対する疑問には，その実践能力が示す内容が明確

になるように第 3 回調査の質問紙に注釈欄を設

け，補足説明を加えた（表 1）。第 2 回調査で返

信があった者に対し，2 週間以内の返送を依頼し

た。回収後，第 2 回調査結果に対する同意率を測

定した。本研究における合意の基準は，先行研

究21～24)よりさらに高く，同意率90％と設定し

た。その理由は，◯１判定の段階数が少ない尺度に

よる同意率は高いと予測されたこと，◯２非常に重

要な実践能力を明確にすることにつながること，

◯３教育，管理，実践という各分野による格差を少

なくし，専門家全体の意見を集約する意味づけを

強調するためである。

倫理的配慮として，第 1 回調査質問紙とともに

郵送した「本研究の主旨」によって，研究目的・

方法についての情報を提示し，いかなる時点でも

調査を終了することができる旨を伝えて自由意志

による協力を求め，参加同意の得られた者のみを

対象とした。また，個人の意見が特定されない形

でデータ分析し，結果を提示した。

Ⅲ 研 究 結 果

第 1 回調査において，教育分野14人，管理分野

23人，実践分野26人の計63人から参加の同意を得

た（表 2）。参加同意者の属性について，管理分

野では経験年数21～30年の者が，実践分野では20

年以下の者がそれぞれ約半数であった。看護専門

学校卒の者が大多数であるが，教育分野では大学

卒や大学院卒の者もいた。教育分野では51歳以上
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表２ 第 1 回から第 3 回調査における回答数

送付数
人

参加同意数/回答数
人（％)

参加不同意数
人（％)

第 1 回調査

教育分野 100 14(14) 86(86)
管理分野 56 23(41) 33(59)
実践分野 53 26(49) 27(51)

計 209 63(30) 146(70)

第 2 回調査

教育分野 14 11(79)
管理分野 23 20(87)
実践分野 26 21(81)

計 63 52(83)*

第 3 回調査

教育分野 11 10(91)
管理分野 20 17(85)
実践分野 21 17(81)

計 52 44(85)**

* 第 2 回調査の有効回答数 n＝42
** 第 3 回調査の有効回答数 n＝42

表３ 参加同意者の属性

教育分野
n＝14

管理分野
n＝23

実践分野
n＝26

計
n＝63

保健師の経験年数

20年以下 3 2 12 17
21～30年 2 12 10 24
31年以上 6 9 3 18
不明 3 0 1 4

看護・保健職としての最終学歴

看護専門学校 6 21 20 47
看護短期大学 0 2 4 6
看護系大学 1 0 1 2
看護系大学大学院修士課程 3 0 0 3
看護系大学大学院博士課程 2 0 0 2
その他 2 0 1 3

年齢

40歳以下 0 2 4 6
41～50歳 3 6 16 25
51～60歳 5 15 6 26
61歳以上 6 0 0 6

有効回答者数 n＝63
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の者が，管理分野では51～60歳の者が，実践分野

では50歳以下の者が多かった（表 3）。

第 1 回調査の回答結果より，保健師に必要と期

待される実践能力の記述は964あった。知識・技

術・態度の枠組みを越え，実践能力の内容として

重複しているものが多く，2 人のスーパーバイ

ザーと検討を重ねた結果，47項目に分類された

（表 4）。さらにこれらは，看護過程展開能力，地

域保健活動展開能力，ヘルスケア提供能力，マネ

ジメント能力，情報活用能力，対人関係形成能

力，豊かな人間性の 7 領域に分類された。看護過

程展開能力は看護過程展開軸を基軸とした 2 項目

の実践能力が，地域保健活動展開能力は活動領域

を地域に限定した基軸としての 5 項目が，ヘルス

ケア提供能力は業務遂行軸を中心に個人・家族・

集団といった活動領域軸をあわせた11項目が，マ

ネジメント能力は管理能力軸の15項目が，情報活

用能力は IT (Information Technology）活用を含

めた活動基盤軸の 4 項目が，対人関係形成能力は

コミュニケーションなどを中心とした活動基盤軸

の 4 項目が，豊かな人間性は倫理を含めた活動基

盤軸の 6 項目が含まれた。

第 2 回調査において，参加同意者63人に対し，

52人から回答を得ることができ（回答率83％，表

2），全項目に回答のあった42人を有効回答とし

た。その結果，すべての実践能力について，最頻

値は「非常に重要である」「重要である」「どちら

でもない」のいずれかであった（表 5）。また，

第 2 回調査において重要でないと判定された実践

能力はなかったため，47のすべての実践能力を第

3 回調査における質問紙の実践能力の項目とし

た。実践能力の分類の仕方について修正を示唆す

るコメントもあったが，第 2 回調査結果に対して

同意か否かを確認することができなくなるため，

第 3 回調査の質問紙における実践能力項目名を変

更せずに用いた。

第 3 回調査において，第 2 回調査の回答者52人

に対し，44人から回答を得ることができ（回答率

85％，表 2），全項目に回答のあった42人を有効

回答とした。非常に重要な実践能力の全項目につ

いて同意率90％を得ることができ，合意に達した

と判断し，第 3 回で調査を終了した。同意率90％

に達した経験年数ごとの非常に重要な保健師の実

践能力は，◯１1～3 年ではヘルスケア提供能力，

豊かな人間性の 2 領域における 4 項目の実践能力，

◯２4～10年では看護過程展開能力，地域保健活動

展開能力，ヘルスケア提供能力，情報活用能力，
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表４ 第 1 回調査における保健師に期待される実践能力

保健師に期待される実践能力 回答数

Ⅰ 看護過程展開能力 1 看護過程適用能力 50
2 地域課題・ニーズ診断能力 44

Ⅱ 地域保健活動展開能力 3 ヘルスプロモーション推進能力 16
4 住民参画活動実践力 26
5 地区組織化活動実践力 23
6 環境整備推進力 5
7 自助グループ育成能力 17

Ⅲ ヘルスケア提供能力 8 効果的な保健指導技術 15
9 効果的な家庭訪問技術（家族・在宅看護ケア提供を含む) 24

10 効果的な健康教育技術 20
11 基礎的な看護ケア提供能力 23
12 母子に対するヘルスケア提供能力 11
13 成人・高齢者に対するヘルスケア提供能力 5
14 難病患者に対するヘルスケア提供能力 6
15 メンタルヘルスケア提供能力（ストレスマネジメントを含む) 13
16 障害者に対するヘルスケア提供能力 5
17 感染症に対するヘルスケア提供能力 12
18 災害時のヘルスケア提供能力 9

Ⅳ マネジメント能力 19 効果的・効率的活動評価能力 39
20 リーダーシップ 14
21 効果的なマネジメント技術 25
22 関係機関・関係者とのコーディネート 49
23 判断力・決断力 18
24 交渉力 5
25 アドボカシー（代弁・人権擁護) 9
26 将来展望力 23
27 グローバルな視野 3
28 新人保健師・関係者の育成能力 12
29 所属組織の政策説明能力・実践力 28
30 国家的政策の説明能力・実践力 11
31 組織体制と自分の役割の説明能力 29
32 活動基盤の法律・条令の説明能力 22
33 財政・予算の編成・執行能力 22

Ⅴ 情報活用能力 34 統計活用能力 15
35 情報技術（IT）活用能力 27
36 研究・調査実践力 22
37 疫学活用能力 9

Ⅵ 対人関係形成能力 38 効果的な面接技術 24
39 効果的なカウンセリングの提供能力 39
40 効果的なコミュニケーション技術 32
41 効果的なプレゼンテーション技術 37

Ⅶ 豊かな人間性 42 楽天的・積極的な性質 27
43 責任感（アカウンタビリティー) 19
44 倫理的根拠の提示能力 16
45 柔軟な性質 22
46 自己啓発力 22
47 他者に対する敬意 20

計 964

有効回答者数 n＝63
有効回答数 n＝964
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表５ 第 2 回調査における実践能力に対する重要度の最頻値

保健師に期待される実践能力
保健師の経験年数

重要度の最頻値1)

1–3 年 4–10年 11–20年 21年以上

Ⅰ 看護過程展開能力 看護過程適用能力 4 4 4 4
地域課題・ニーズ診断能力 4 5 5 5

Ⅱ 地域保健活動展開能力 ヘルスプロモーション推進能力 3 5 5 5
住民参画活動実践力 3 5 5 5
地区組織化活動実践力 3 5 5 5
環境整備推進力 3 4 5 5
自助グループ育成能力 3 4 5 4

Ⅲ ヘルスケア提供能力 効果的な保健指導技術 4 5 5 5
効果的な家庭訪問技術 4,5 5 4 4
効果的な健康教育技術 4 5 5 4
基礎的な看護ケア提供能力 5 4 4 4
母子に対するヘルスケア提供能力 4 4 4 4
成人・高齢者に対するヘルスケア提供能力 4 4 4 4
難病患者に対するヘルスケア提供能力 4 4 4 4
メンタルヘルスケア提供能力 3 4 5 5
障害者に対するヘルスケア提供能力 4 4 4 4
感染症に対するヘルスケア提供能力 4 4 5 5
災害時のヘルスケア提供能力 3 4 5 5

Ⅳ マネジメント能力 効果的・効率的活動評価能力 3 4 5 5
リーダーシップ 3 4 5 5
効果的なマネジメント技術 3 4 5 5
関係機関・関係者とのコーディネート 3 4 5 5
判断力・決断力 3 4 5 5
交渉力 3 4 5 5
アドボカシー（代弁・人権擁護) 3 4 5 5
将来展望力 3 4 5 5
グローバルな視野 3 4 4 5
新人保健師・関係者の育成能力 3 4 5 5
所属組織の政策説明能力・実践力 3 4 5 5
国家的政策の説明能力・実践力 3 4 4 5
組織体制と自分の役割の説明能力 4 4 5 5
活動基盤の法律・条令の説明能力 4 4 5 5
財政・予算の編成・執行能力 3 4 5 5

Ⅴ 情報活用能力 統計活用能力 4 4 5 4
情報技術（IT）活用能力 4 5 4,5 4
研究・調査実践力 3 4 5 4
疫学活用能力 4 4 5 4

Ⅵ 対人関係形成能力 効果的な面接技術 4 4 5 4
効果的なカウンセリングの提供能力 4 4 5 4,5
効果的なコミュニケーション技術 4 4 5 5
効果的なプレゼンテーション技術 3,4 4 5 5

Ⅶ 豊かな人間性 楽天的・積極的な性質 4 4 4 4
責任感（アカウンタビリティー) 4 4 5 5
倫理的根拠の提示能力 4 4 4 5
柔軟な性質 4 4 5 4
自己啓発力 5 5 5 5
他者に対する敬意 5 5 5 5

1) 3＝どちらともいえない，4＝重要である，5＝非常に重要である 有効回答者数 n＝42
注) 測定の尺度は，1＝重要でない，2＝あまり重要でない，3＝どちらともいえない，

4＝重要である，5＝非常に重要であるの 5 段階である
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表６ 第 3 回調査における実践能力の重要度に対する同意率

保健師に期待される実践能力 保健師の経験年数

同意率（％)

1–3 年 4－10年 11–20年 21年以上

重要 非常に
重要 重要 非常に

重要 重要 非常に
重要 重要 非常に

重要

Ⅰ 看護過程展開能力 看護過程適用能力 91 95 98 95
地域課題・ニーズ診断能力 93 100 100 100

Ⅱ 地域保健活動展開能力 ヘルスプロモーション推進能力 98 98 100 100
住民参画活動実践力 98 98 98 98
地区組織化活動実践力 98 95 98 98
環境整備推進力 95 95 100 100
自助グループ育成能力 98 86 95 86

Ⅲ ヘルスケア提供能力 効果的な保健指導技術 95 100 100 100
効果的な家庭訪問技術 91 100 81 98
効果的な健康教育技術 95 95 100 88
基礎的な看護ケア提供能力 95 88 95 98
母子に対するヘルスケア提供能力 98 91 81 95
成人・高齢者に対するヘルスケア提供能力 98 93 91 98
難病患者に対するヘルスケア提供能力 98 98 91 95
メンタルヘルスケア提供能力 98 98 100 100
障害者に対するヘルスケア提供能力 98 93 91 98
感染症に対するヘルスケア提供能力 98 88 95 91
災害時のヘルスケア提供能力 98 95 100 100

Ⅳ マネジメント能力 効果的・効率的活動評価能力 100 93 100 100
リーダーシップ 100 95 100 100
効果的なマネジメント技術 98 98 100 100
関係機関・関係者とのコーディネート 98 86 100 100
判断力・決断力 98 98 100 100
交渉力 98 98 100 100
アドボカシー（代弁・人権擁護) 98 95 100 100
将来展望力 98 98 100 100
グローバルな視野 98 98 76 100
新人保健師・関係者の育成能力 100 93 100 100
所属組織の政策説明能力・実践力 98 95 100 100
国家的政策の説明能力・実践力 98 98 83 100
組織体制と自分の役割の説明能力 95 93 100 100
活動基盤の法律・条令の説明能力 95 76 100 100
財政・予算の編成・執行能力 95 98 100 100

Ⅴ 情報活用能力 統計活用能力 95 69 98 79
情報技術（IT）活用能力 88 98 98 98
研究・調査実践力 98 71 100 86
疫学活用能力 98 86 100 79

Ⅵ 対人関係形成能力 効果的な面接技術 93 79 100 74
効果的なカウンセリングの提供能力 95 91 100 100
効果的なコミュニケーション技術 93 83 100 100
効果的なプレゼンテーション技術 95 91 100 98

Ⅶ 豊かな人間性 楽天的・積極的な性質 95 100 100 100
責任感（アカウンタビリティー) 93 86 100 100
倫理的根拠の提示能力 98 98 79 100
柔軟な性質 93 95 91 67
自己啓発力 98 100 100 100
他者に対する敬意 100 100 100 100

注) 測定の尺度は，「重要でない」，「重要である」，「とても重要である」の 3 段階である

有効回答者数 n＝42
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豊かな人間性の 5 領域における10項目の実践能力，

◯３11～20年では 7 領域すべてにおける36項目の実

践能力，◯４21年以上では情報活用能力を除く 6 領

域における31項目の実践能力であった（表 6）。

すべての経験年数を通して，ヘルスケア提供能力

と豊かな人間性が期待されており，豊かな人間性

には他者に敬意を払い，自己啓発を行うという 2

項目の実践能力が含まれた。また各領域における

非常に重要な実践能力が期待される経験年数の期

間は，看護過程展開能力では 4～10年，11～20年，

21年以上の期間，地域保健活動展開能力では 4～

10年，11～20年，21年以上の期間，ヘルスケア提

供能力ではすべての経験年数，マネジメント能力

では11～20年，21年以上の期間，情報活用能力で

は 4～10年，11～20年の期間，対人関係形成能力

では11～20年，21年以上の期間，豊かな人間性で

はすべての経験年数であった。

Ⅳ 考 察

本研究の手法に関して，専門家の具体的な選定

基準を設定し22)，効果的な調査回数として 3 回実

施し25)，先行研究21～24)よりさらに高い同意率

90％と設定したこと，結果として有効回答者割合

が専門家の20％を確保でき23)，各調査の回収率が

70％以上を確保できたこと22)により，デルファイ

法の妥当性を高められたと考えられる。

その結果，専門家から期待される経験年数ごと

の非常に重要な実践能力が明確になった。

経験年数 1～3 年における非常に重要な実践能

力は，個人や家族を対象にしたヘルスケア提供能

力である。新人と呼ばれるこの時期13)は，まず看

護職としての基本的ケア能力を身につける必要が

あると考えられる。

経験年数 4～10年における非常に重要な実践能

力は，地域保健活動展開能力である。地域におけ

る保健活動のスタッフの中核をなす役割があるこ

の時期7)は，地域診断と地域活動展開技術が必須

であり26)，保健師の専門性の中心となる地域を対

象としたケア能力を獲得すべきであると考えられ

る。

経験年数11～20年における非常に重要な実践能

力は，卓越した専門分野ごとのヘルスケア提供能

力，情報活用能力，対人関係形成能力，マネジメ

ント能力である。地域保健活動の推進にあたって

の実質的なまとめ役，リーダーとしての役割があ

る7)この時期は，広範囲にわたる卓越したヘルス

ケア提供能力とマネジメント能力が求められてお

り，期待も大きいと考えられる。特徴的な結果の

ひとつは，対人関係形成能力が11～20年で初めて

非常に重要だと判定されたことであり，時期が遅

すぎると思われる。しかし，未熟な看護職者がカ

ウンセリングを行うとかえって相手を混乱させ，

問題が複雑になる危険性があるという指摘があ

り27)，対人関係形成能力の獲得には十分な経験あ

るいは期間が必要であると専門家は判断したもの

と考えられる。マネジメント能力は，臨床看護

師28)より比較的早い時期に獲得すべきであると判

断されたが，保健師は役職に関わらず，日常の保

健活動として地域や地区，事業を管理することが

求められるためと考えられる。そして，本研究の

限界として，選りすぐって優先順位をつける手法

をとらなかったため，47項目中36項目が非常に重

要と採択されたと思われる。

経験年数21年以上における非常に重要な実践能

力は，国家的・国際的な視野の広さである。管轄

地域における保健分野の責任者として，外部に対

して活動の方向性を示し，説明責任を果たす役割

があるこの時期は，これまで習得してきた実践能

力に加えて新たに政治や経済などの社会情勢も含

め，高所から地域保健のあり方を見通す能力が求

められていると考えられる。

すべての経験年数に共通して非常に重要な実践

能力の領域は，ヘルスケア提供能力と豊かな人間

性である。ヘルスケア提供能力は，個人や家族か

ら地域へ，そして卓越した専門領域へとケアの対

象が広がり，深まるという変化がある。楽天的・

積極的な性質や柔軟な性質を豊かな人間性という

実践能力に含めることに異論もあろうが，本研究

の第 1 回調査における回答数の13％を占めてお

り，その後の調査でも却下されず重要な項目とさ

れたため，専門家から期待されている実践能力の

意見の集約としては切り捨てることは難しいと考

えた。また，自己受容や自己認識によってコント

ロールが可能な側面であり29)，後天的な訓練や学

習などによって向上可能な実践能力の 1 つとして

捉えることができると考えた。さらに，海外のコ

ミュニティ・ナースに求められる能力としても倫

理的配慮，コミュニケーション能力，プライマ
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リ・ヘルスケア能力が重視されており30)，豊かな

人間性，対人関係形成能力，ヘルスケア提供能力

は保健医療サービス提供者の基盤となる能力であ

り，本研究結果を支持していると考えられる。

以上のように結果的に抽出された実践能力項目

は，既存の研究や文献で言及されている項目と内

容的に一致するが，本研究手法によってこれらの

項目で過不足なく十分であるかどうかについては

明らかにすることはできない。しかし，全国規模

において様々な分野から抽出した専門家の意見を

集約し，既存の枠組みを用いずに参加した専門家

の自由な発想を促し，その意見を集約して保健師

に必要な実践能力を看護過程展開軸，業務遂行

軸，活動領域軸，対人関係や人間性，情報活用な

ど基盤となる軸といった複数の軸をあわせて整理

できたことは，本研究の特徴であると考えられる。

反面，従事する機関を行政機関と大きく捉えた

ため，保健所や市町村といった従事機関に期待さ

れる役割や機能の特殊性は加味されておらず，今

後検討していく必要があると考える。また，とく

に教育分野からの参加同意の専門家の割合が少な

かったこと，参加者同士の議論ができなかったこ

とは，本研究の限界である。

今後は本研究結果を実務者の実践能力評価の枠

組みとして適用し，専門家からの期待と実際の能

力評価の格差を検討し，教育・研修プログラムの

作成に役立つことができるものと考えられる。

本調査にご協力いただいた教育分野，管理分野，実

践分野における専門家の皆様に心より感謝いたしま

す。また，本研究を通して温かく見守り，ご指導を賜

りました Darunee Rujkorakarn 教授，柳澤理子助教授

に感謝いたします。

（
受付 2003. 5. 7
採用 2004. 9.14）
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A STUDY BY THE DELPHI TECHNIQUE OF EXPECTED
COMPETENCIES OF PUBLIC HEALTH NURSES WORKING

IN GOVERNMENT ORGANIZATIONS

Mika OKURA*

Key words：public health nurses, competencies, experience years, delphi technique, experts and govern-
ment organizations

Purpose The purpose of this study was to clarify, using the Delphi technique and by the consensus of Ex-
perts, the expected competencies of Public Health Nurses (PHNs) working in government or-
ganizations according to their number of years' experience.

Methods Experts were nurses who had a PHN license in academic, administration and service areas. The
criteria for selecting are as follows:

Academic: professors of community nursing department, in nursing college.
Administration: chief PHNs working in prefectural government organization, with the role of

supervising and controlling PHNs.
Service: recommended by each administration Expert and fulˆlling all the following 3 points;

(1) PHN experience of 10 years or more in a government organization, (2) a supervisory
position over at least one junior PHN, and (3) an eŠective practical record as a PHN.

209 Experts who were chosen by the speciˆed criteria were approached for their participation.
At Round 1, Experts were asked to list competencies important for PHN under 3 headings:

knowledge, skills and attitudes. From the response in Round 1, competency items were catego-
rized. A list was obtained and used in Round 2, when Experts were asked to select and rate the
importance of competencies for 4 ranges of PHN years of experience. At Round 2, these com-
petencies were analyzed on the basis of importance. At Round 3, Experts were asked whether
they agree or not with the results of Round 2. The criterion for consensus was set as an agreement
rate of 90％.

Results Of the total, 63 agreed to participate; 14 in the academic, 23 in the administration and 26 in the
service area. Response were turned 63 from all at Round 1, 52 at Round 2 and 44 at Round 3.

The result clariˆed the expected competencies into 47 items and 7 categories related to their im-
portance in the experience year ranges. The 7 categories were: Conducting nursing processes;
Conducting community health activities; Providing health care; Management; Information ap-
plication; Human relations; and Personal characteristics. The very important competencies
PHNs should have were regarded as follows: (1) At 1–3 years' experience, PHNs should have 2
categories (2) At 4–10 years, they should have the 5 categories (3) At 11–20 years they should
have all 7 categories (4) At 21 or more years they should have at least 6 categories. At all levels
PHNs were required to have the 2 categories of Providing health care and Personal characteris-
tics.

Conclusions It was expected as PHNs gain experience they should obtain wider and more faranding
competencies stepwise, from basic nursing care to community care, and on to administration.

* Kanazawa University Faculty of Medicine School of Health Sciences Department of Nurs-
ing


